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論文要旨
経済分析におけるイノベーションの計測は、米国特許庁によるPATSTATの構築以降、特許に関する各種個表データを用いた実証分析が始まった。その中で、特許の登録書面に記載される引用文献に関する実証分析は，Hall, Zienodis (2001 RAND)，Hall，Jaffe，Trajtenberg (2005 RAND)以来、数多くなされている．本論文では，日本の特許DBであるIIPパテントデータベースに日本の裁判所での特許権侵害訴訟のデータベースを連結させたDBを用いて，日本のCitation Curve推定を試みるものである．


Citation Curveの推定は、特許のイノベーションとしての価値を、引用被引用関係と技術陳腐化の視点で測定する事を可能にする。先行研究では、特許での被引用頻度は特許公開後３年をピークとする凸関数の分布関数を持つとされている。一方、特許権侵害訴訟まで至る特許は、米国におけるAtkinson, Marco, Turner(2010 JLS)、日本における柚木(2009 法と経済学会)にあるとおり、特許権の経過日数が特許極めて長い。特許権経過日数が長くなる事により、被引用機会が増大するため、先行研究の知見を直接利用する事ができない。本研究のモチベーションは、特許権侵害訴訟を迎えた特許サンプルに着目し、法と経済学の視点から、判決の影響によるイノベーションの差異を測定しようとするものである。


本論文では，Hall, Jaffe, Trajtenberg(2005 RAND)で提示されたCitation Curveの分布関数推定に関するパラメトリックモデルを応用する．Citation Curveに関して，先行研究では当該期間の特許としていたのに対し、本研究では特許権侵害訴訟の終局判決で，確定判決を迎えたものをサンプルとした．確定判決にしたのは、純粋に特許権侵害訴訟の法的効力を確定したものにするためである。裁判所で侵害認定された特許と侵害を認定されたなかった特許をサブサンプルにして、それぞれ分布関数を推定とした。パラメトリックモデルにおいては、帰無仮説を２つのサブサンプルが同一の分布関数を持つとし、対立仮説を異なる分布関数を持つとした。観測期間は、Sakakibara, and Branstetter (2001 RAND) で議論された1988年改正から、知的財産高等裁判所設置法が施行される直前の2005年迄とした。

